	プロポーザル参加申込兼資格審査申請書
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　令和　　年　　月　　日

　　　神　戸　市　長　　宛
　　　　　　　　　　　　　所　 在　 地

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　商号または名称

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　代 表 者または

　　　　　　　　　　　　　受 任 者 名 　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
下記業務に係るプロポーザルに参加したいので，資格審査を申請します。
また，この申請書及び添付書類のすべての記載事項は事実に相違ないことを誓約します。
記
１ 件 名　　　　神戸市学力・学習状況調査
２ 提出書類

(1) プロポーザル参加申込兼資格審査申請書（様式１）
１部
(2) 法人登記簿謄本（提出日前３カ月以内に発行された正本）
１部

(3) 代表者印鑑登録証明書（提出日前３カ月以内に発行された正本） 　　　　 　１部
(4) 委任状（代表者以外の者が申請する場合のみ）　　　　　　　　
１部

(5) 定款，寄付行為，規約又はこれらに類する書類
１部

(6) 事業経歴書（直近事業年度までの経歴・沿革を記載）　　　　　
１部

(7) 業績報告書　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
１部

(8) 財務状況に関する書類　　　　　　　　　　 　　　　　　　　　         　１部
(9) 資本関係・人的関係調書（様式２）　　　　　 　　　　　　　　         　１部

(10) 国税の納税証明書(「その３の３」法人税と消費税及び
地方消費税に未納の税額がないことの証明用）
１部

(11) 地方税に関する誓約書兼神戸市税に関する調査に対する承諾書（様式３）  　１部
(12) 法人市県民税の納税証明書（神戸市内に支店・営業所等がある場合）　    　１部

(13) 暴力団等の排除に関する誓約書（様式４）　　　　　　　　　　　　　    　１部
(14) 共同企業体での参加を希望する者は、共同企業体結成届出書（様式５）  　　１部
(15) 共同企業体での参加を希望する者は、共同企業協定書（原本証明した写し）　１部
(16) CBT実施における個人情報保護等に関するチェックリスト（様式６－１～３）１部
３ 連絡先
(1) 部署名：
(2) 担当者名：
(3) 電話番号：
(4) 電子メールアドレス：
 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


【様式１】
	資本関係・人的関係調書
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　令和　　年　　月　　日

　神　戸　市　長　 宛
　　　　　　　　　　　　所　 在　 地

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　商号または名称

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　代 表 者または
　　　　　　　　　　　　受 任 者 名 　　　　　　　　　　　　　　　　　印
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
プロポーザル参加申請日現在における、資本関係・人的関係は次のとおり相違ありません。

　　　　　【*1】

	資本関係（自社の会社法上の親会社の状況）

	
	①　親会社【*3】の有無

（複数社ある場合は，全て記入）
	有　・　無　

	
	親会社の名称

	

	
	
	

	
	②　子会社【*4】の有無

（複数社ある場合は，全て記入）
	有　・　無

	
	子会社の名称
	

	
	
	　　　　　　　　

	
	③　①に記載した親会社の他の子会社（自社を除く）

（複数社ある場合は，全て記入）
	有　・　無

	
	他の子会社の名称
	

	
	
	

	人的関係（自社代表者【*2】の兼任状況）

	
	自社代表者の役職及び名前
（複数者いる場合は全て記入）
	左記代表者の、他社に

おける代表者兼任の有無

（有の場合は右の欄も記入）
	代表者を兼任している会社の商号または

名称、及び兼任している会社における役職

（複数ある場合は全て記入）

	
	
	有　・　無
	

	
	
	有　・　無
	

	
	
	有　・　無
	


【*1】参加形態が単独企業の場合は当該会社，共同企業体の場合は当該共同企業体代表者の会社について記入。

【*2】人的関係欄での代表者とは，法人の場合は代表権を有する役員，個人の場合は代表者をさす。(左記以外の役員についての記入は不要)

【*3】会社法第２条第４号及び会社法施行規則第３条の規定による親会社をいう。

【*4】会社法第２条第３号及び会社法施行規則第３条の規定による子会社をいう。

【様式３】
地方税に関する誓約書 兼 神戸市税に関する調査に対する承諾書
	神　　  戸 　　 市　　  長　　  宛  
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　令和　　年　　月　　日

　
「地方税に関する誓約書 兼 神戸市税に関する調査に対する承諾書」
１　申請者は、以下のことを誓約します。
（１）納期限が到来している地方税に未納の税額がないこと。（未申告の場合を含む。）
（２）上記（１）が事実と相違する場合、プロポーザル参加資格を有すると認定されず、又はすでになされた当該認定を取り消されても異議のないこと。
２　上記１（１）の確認のため、申請者は、以下のことを承諾します。
すべての神戸市税（市民税､固定資産税､都市計画税、軽自動車税、特別土地保有税、事業所税、入湯税及び市たばこ税をいう。）の納付又は納入状況及び申告状況を、神戸市が調査し、その調査結果を「神戸市学力・学習状況調査」のプロポーザル参加資格の審査事務及び確認に利用すること。
申請者（法人の場合）　*登記上の所在地
（建設業法上）　　　　　〒　　  －　　　　　　　　電　話（　  　 ）　   －
本店の所在地
ふりがな　
商号又は名称
ふりがな
代表者職名

　　　　　　　　　　　　〒　　　－　　　　　電　話（　　　　）　　　－


申請者（個人事業者の場合）
　　　　　　　　　　　　　〒　　　－　　　　　電　話（　　　　　）　　　　　　－
住  　　  所
ふりがな
商号又は名称
ふりがな
代表者名

　　　　　　　　　　　〒　　　－　　　　　電　話（　　　　　）　　　　　　－
住民票上の住所



【様式４】

誓　　約　　書

令和　　年　　月　　日

神　戸　市　長　　宛

所在地
(申請者)団体名
代表者名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印

「神戸市学力・学習状況調査」業務委託(以下、「本契約」という)に関するプロポーザルへの参加にあたり、「神戸市契約事務等からの暴力団等の排除に関する要綱」（平成２２年５月市長決定）第５条各号に基づき、神戸市が行うすべての契約等からの暴力団等を排除していることを認識したうえで、下記の事項について事実に相違ないことを誓約します。

１．後日誓約した内容に違反する事実が判明した場合、もしくは応募受付後、審査・選定までの間に誓約した内容に違反した場合は、無効又は失格、契約解除や損害賠償請求等、貴市が行う一切の措置について異議の申し立てを行いません。
２．プロポーザルに参加する等で知り得た市の情報（紙媒体の書類も含む）については、この用途以外に使用しない他、外部に漏らしません。
　　
記
暴力団等排除要綱第５条第１項各号のいずれにも該当しません。
暴力団等排除要綱第５条第１項各号に該当する事由の有無を確認するため県警へ照会を行うことに合意し、貴市の求めに応じ速やかに役員等名簿の提出を行います。
暴力団等排除要綱第５条第１項各号に該当する者を下請負人（一次及び二次下請以降すべての下請負人を含む。以下同じ。）又は本契約の履行に関連する契約の相手方(以下、「下請負人等」という)としません。また、県警への照会の結果又は県警からの通報により、下請負人等が暴力団等排除要綱第５条第１項各号のいずれかに該当することが明らかになった場合には、元請人の責任において当該下請負人等との契約を速やかに解除します。また、貴市の求める期限内に当該下請負人等との契約の解除ができない場合には、契約解除や損害賠償請求等、貴市が行う一切の措置について異議の申し立てを行いません。
当該契約に関して元請として下請等と契約を締結する際、暴力団等排除要綱第５条第１項各号のいずれにも該当しないことの確認を行います。
また、契約に係る一連の手続きにおいて、締結しようとしている契約についての事務の連絡を行う者その他の関係者等に関して貴市が県警照会の必要性を認めた場合、関係者に対して当該誓約書の趣旨を説明の上で関係者より誓約書及び役員等名簿の提出を求め、速やかに貴市に対して提供を行います。

暴力団等排除要綱第５条第１項各号のいずれかに該当することが明らかになった場合、県警からの回答等の内容について、外郭団体等を含む貴市関係部局が情報を共有すること、並びに暴力団等排除要綱に従い措置対象者名等について公表を行うことについて承諾します。

（別紙　役員等名簿）

	団　体　名
	

	代　表　者
	

	所　在　地
	

	役　職　名
	（フリガナ）

名　　前
	性別
	生年月日
	住　　所

	役　　員　　等
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	備　　考
	


※グループ応募の場合は，構成するそれぞれの団体について提出してください。

※「役員等」欄には，役員及び実質的に経営に関与している者を記載してください。

※既存の役員名簿その他指定申請の際に提出する書類で，上記全項目の内容が確認できる場合には，「備考」欄に「○○のとおり」と記載し「役員等」欄の記載を省略しても構いません。

【様式５】
令和　　年　　月　　日

共同企業体結成届出書

神　戸　市　長　　宛

共同企業体名

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者　所　在　地

　商　　　号
代表者名
件名　　「神戸市学力・学習状況調査」業務委託
　上記件名のプロポーザル審査に参加するため，共同企業体を結成し，下記のとおり代表者及び代表者の権限を構成員全員一致で定めましたので，別紙共同企業体協定書（写し）を添え，届け出ます。
	共同企業体
	名　　　称
	

	
	所　在　地
	

	
	代　表　者
	

	共同企業体の構成員

（共同企業体の代表者含む）
	所　在　地

商　　　号

代表者名

	
	出資比率(分担業務比率)：

分担業務内容：

	
	所　在　地

商　　　号
代表者名

	
	出資比率(分担業務比率)：

分担業務内容：

	
	所　在　地

商　　　号

代表者名

	
	出資比率(分担業務比率)：

分担業務内容：

	共同企業体の成立，解散の時期及び存続期間
	令和　年　月　日から発注者の承認がある日まで。ただし，当共同企業体が上記件名の契約者とならなかったときは，当該件名に係る契約が締結された日に解散するものとします。また，当共同企業体の構成員の加入，脱退又は除名については，事前に神戸市の承認がなければこれを行うことができないものとします。

	代表者の権限
	１　プロポーザル参加申請に関する件

２　神戸市との契約締結に関する件

３　経費の請求受領に関する件

４　その他契約に関する件

	その他
	１　本届出書に基づく権利義務は他人に譲渡することはできません。

２　代表者の権限に属する事項以外の事項については，構成員全員で構成する運営委員会において，多数決により決するものとします。


【様式７】
「神戸市学力・学習状況調査」業務委託　質問書
	
	
	
	事業者名　　　
	　
	

	
	
	
	担当者名
	
	

	
	
	
	連絡先電話番号
	　
	

	
	
	
	連絡先メールアドレス
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	※行は必要に応じて挿入してください。
	
	

	№
	資料名
	頁
	番号/項目等
	確認内容等
	

	1
	　
	　
	　
	　
　
	

	2
	　
	　
	　
	
	

	3
	　
	　
	　
	
	

	4
	　
	　
	　
	
	

	5
	　
	　
	　
	
	


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　【様式８】

提　案　書
令和　　年　　月　　日
神　戸　市　長　　宛
　　　　　　　　　　　　　所　 在　 地
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　商号または名称
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　代 表 者または
　　　　　　　　　　　　　受 任 者 名 　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
次のとおり提案書を提出します。
件名：「神戸市学力・学習状況調査」業務委託
添付書類：１．会社概要（様式９）
　　　　　２．学力調査の業務実績等（様式10－１～５）
　　　　　３．見積書
担当者連絡先
名　　前
電話番号

電子メールアドレス
【様式９】

	１　会社概要（会社案内のパンフレット等を１部添付すること。)

	(１)会社名

(２)本社所在地(神戸市内に支店等がある場合は、その所在地も記入すること。)

(３)総従業員数

(４)業務内容

(５)その他(神戸市内の協力事務所、代理店等の業務体制など)




Ａ４判１枚で作成すること。

【様式10－１】

（受付番号：　　　　）

	学力調査の業務実績

	1 令和６年３月31日までに受注した、本市を除く学力調査業務の実績がある場合は記載すること(実績が多数ある場合は、主なものを選択して記載すること)。
②学力調査業務において、過去に情報漏洩などの事件や事故等があった場合については、その内容を記載すること。また、ない場合も、その旨を記載すること。


	提出者(協力事務所・代理店を含む)を特定することができる内容(具体的な社名等)を記載しないこと。


Ａ４判５枚以内で作成すること。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　【様式10－２】
(受付番号：　　　　)

	業務実施体制等

	NO
	名　　前
	所　　　属
	役職名
	担当する業務内容等

	１
	
	自社・協力事務所・代理店
	
	

	２
	
	自社・協力事務所・代理店
	
	

	３
	
	自社・協力事務所・代理店
	
	

	４
	
	自社・協力事務所・代理店
	
	

	５
	
	自社・協力事務所・代理店
	
	

	６
	
	自社・協力事務所・代理店
	
	

	７
	
	自社・協力事務所・代理店
	
	

	１　所属欄は、該当する項目を○で囲むこと。

２　担当業務については、簡潔にその概略内容を記載すること。

	業務実施体制等について、以下の項目について記述すること。

(1)実施体制の全体像（調査問題の作成、MEXCBTへの搭載及び回答の処理、結果の提供・分析等）

(2)分かりやすく整理されたマニュアルの作成ならびに質問などへの相談体制

(3)機密保持の体制

　


	提出者(協力事務所・代理店を含む)を特定することができる内容(具体的な社名等)を記載しないこと。


Ａ４判５枚以内で作成すること。
【様式10－３】
(受付番号：　　　　)

	調査問題の作成・採点

	学力調査問題の作成について、問題作成の概略や問題作成の過程、採点に当たっての体制等について記載すること。

	提出者(協力事務所・代理店を含む)を特定することができる内容(具体的な社名等)を記載しないこと。


Ａ４判５枚以内で作成すること。

◎仕様書の記載に基づいた「例題」、「採点基準」を添付すること。

小学校４年生（国語、算数）・小学校５年生（国語、算数、理科）と中学校１年生（国語、数学、英語）・中学校２年生（国語、数学、理科、英語）の1学期までの「知識及び技能」を活用して「思考力、判断力、表現力等」をはかる問題と、各種資料を適切に読み取る力や判断の根拠や理由を明確にしながら自分の考えを述べる力などが的確に把握できる問題を、各教科各１問程度（動画を使った問題などCBTの機能を活用した問題を含む）とその採点基準を明らかにしたものを添付のこと。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　【様式10－４】
(受付番号：　　　　)

	調査結果の提供内容

	　集計結果や今後の指導改善等に活用できる分析内容等、調査結果の提供内容を記載すること。また、本市での全体的な学力等の傾向についての提供内容についても記載すること。



	提出者(協力事務所・代理店を含む)を特定することができる内容(具体的な社名等)を記載しないこと。


Ａ４判５枚以内で作成すること。

◎仕様書に示す成果物のサンプルを添付すること。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　【様式10－５】
 (受付番号：　　　　)

	個人情報保護への対応

	(1)個人情報保護への対応

回答の処理や採点・分析作業及び調査結果の提供等の業務過程における個人情報保護
に対する対応、責任の所在等について記載すること。

　　①児童生徒の本人同意の取得方法、②本人の真正性の確保方法、③調査結果等の参照用Webサイトに教員がアクセスする際のセキュリティ確保の手法について具体的に記載すること。特に、③教員がアクセスする際のセキュリティ確保の手法については、閉域通信網接続、２要素認証、接続元IPアドレス制限についての実施の有無と、実施する際の具体的な手法について、セキュリティポリシーへの適合を前提として記載すること。

(2)教員負担に関する内容

児童生徒のログインに係るID、パスワードの配付等、現場の教員が行う作業等について記載すること。

(3)ネットワーク連携

神戸市教育情報基盤（KIIF）とログイン情報等の連携がある場合は、その具体的な手法について記載すること。



	提出者(協力事務所・代理店を含む)を特定することができる内容(具体的な社名等)を記載しないこと。


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　【様式10－６】 
(受付番号：　　　　)

	トラブルへの対応

	　MEXCBT運用に関するトラブル、問題の流出など、業務実施におけるトラブルに対する対応・処理、相談業務等について、記載すること。


	提出者(協力事務所・代理店を含む)を特定することができる内容(具体的な社名等)を記載しないこと。


Ａ４判５枚以内で作成すること。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
【様式２】





＊神戸市で法人市民税が課税されている場合、○印を記入。





神戸市の法人市民税が課税されている事業所の所在地


（上記の所在地と同じ場合は省略可）





＊神戸市で市民税が課税されている場合、○印を記入。





上記の住所と同じ場合は省略可





代表者印





代表者印





代表者印





代表者印





代表者印








